
 

平成17年３月期 個別財務諸表の概要         平成 17年 5月 12日 
上 場 会 社 名 日本特殊陶業株式会社日本特殊陶業株式会社日本特殊陶業株式会社日本特殊陶業株式会社 上 場 取 引 所  東証・名証 
コ ー ド 番 号 ５３３４ 本社所在都道府県 愛知県 
（ＵＲＬ http://www.ngkntk.co.jp）  
代 表 者 取締役社長   加藤倫朗  
問 合 せ 先 責 任 者 経理部長       柴垣信二 TEL (052)872-5918 
決算取締役会開催日 平成 17 年 5 月 12 日（木） 中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日 平成 17 年 6 月 29 日（水） 単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000 株） 
配当支払開始予定日 平成 17 年 6 月 30 日 (木)  
 

１．１．１．１．17171717 年３月期の業績年３月期の業績年３月期の業績年３月期の業績    （平成（平成（平成（平成 16161616 年年年年 4444 月月月月 1111 日～平成日～平成日～平成日～平成 17171717 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

 (1) 経営成績                              （単位 百万円：未満切捨） 

  売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 
17 年 3 月期 ２１０，４９６ （   ７．５） １９，８８１ （  ５５．０） ２２，４９６ （  ７５．９） 

16 年 3 月期 １９５，７８４ （   ２．０） １２，８２３ （   １．０） １２，７８８ （   ４．３） 
 

  
  当 期 純 利 益 

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円   銭 円  銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 １４，０３８ (  ７８．３) ６２．９８ ５９．６４ ７．１ ８．２ １０．７ 
16 年 3 月期 ７，８７２ (  ３３．８) ３５．２１ ３３．７２ ４．３ ４．９ ６．５ 

（注）①期中平均株式数    17 年 3 月期 221,530,519 株 16 年 3 月期 221,590,922 株 
②会計処理の方法の変更      な し 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
 (2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 配当金総額   
    中  間 期  末 （年間） 

配当性向 株主資本配当率 

  円  銭 円  銭 円  銭  百万円  ％  ％ 
17 年 3 月期 １６．００ ６．００ １０．００ ３，５４４ ２５．４ １．８ 

16 年 3 月期 １１．００ ５．５０ ５．５０ ２，４３７ ３１．２ １．３ 

（注）17 年 3 月期期末配当金の内訳   記念配当 - 円 - 銭    特別配当 0円 50 銭 
 
 (3) 財政状態 

  総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円  銭 
17 年 3 月期 ２８６，２６０ ２０２，０７１ ７０．６ ９１１．９８ 

16 年 3 月期 ２６４，３３１ １９１，０４５ ７２．３ ８６１．９１ 

（注）①期末発行済株式数 17 年 3 月期  221,481,620 株 16 年 3 月期  221,572,594 株 
②期末自己株式数   17 年 3 月期    8,063,200 株 16 年 3 月期   7,972,226 株  

 
２．２．２．２．11118888 年３月期の業績予想年３月期の業績予想年３月期の業績予想年３月期の業績予想    （平成（平成（平成（平成 11117777 年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成 11118888 年３月年３月年３月年３月 31313131 日）日）日）日）    

１株当たりの年間配当金   
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  
  百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭  円  銭 
中 間 期 １０７，０００ １１，１００ ６，５００ ９．００ － － 

通   期 ２１７，０００ ２１，８００ １３，３００ － ９．００ １８．００ 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 59 円 67 銭 
※ 上記の予想は、現時点で得られた情報に基づき作成したものであり、実際の業績は業況の変化などによ
り、記載の予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 
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財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表    

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表    

〔資 産 の 部〕                           （単位 百万円：未満切捨） 

当事業年度 (17/3) 前事業年度 (16/3) 増減(△は減少) 科        目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

   %  %  

流 動 資 産 140,011 48.9 118,774 44.9 21,237 
現 金 及 び 預 金 44,529  34,754  9,774 
受 取 手 形 752  808  △    56 
売 掛 金 46,423  40,498  5,924 
有 価 証 券 15,320  11,620  3,699 
製 品 10,223  9,575  648 
原 材 料 583  643  △    59 
仕 掛 品 9,126  8,246  880 
貯 蔵 品 306  401  △    95 
未 収 入 金 7,994  7,562  431 
繰 延 税 金 資 産 3,677  3,318  358 
そ の 他 1,078  1,349  △   271 
貸 倒 引 当 金 △  5  △  6  0 

      
固 定 資 産 146,248 51.1 145,557 55.1 691 
有 形 固 定 資 産 75,456 26.4 78,086 29.6 △ 2,630 
建 物 28,669  30,995  △ 2,325 
構 築 物 1,906  2,099  △   193 
機 械 及 び 装 置 28,711  29,190  △   478 
車両及びその他の陸上運搬具 82  83  △     0 
工 具 器 具 及 び 備 品 1,110  1,109  0 
土 地 13,195  12,519  675 
建 設 仮 勘 定 1,780  2,087  △   307 

無 形 固 定 資 産 69 0.0 73 0.0 △     3 
ソ フ ト ウ ェ ア 69  73  △     3 

投資その他の資産 70,722 24.7 67,397 25.5 3,325 
投 資 有 価 証 券 46,988  44,037  2,950 
関 係 会 社 株 式 15,731  15,276  454 
関 係 会 社 出 資 金 6,339  6,241  98 
そ の 他 1,768  1,952  △   183 
貸 倒 引 当 金 △ 106  △ 111  5 

      
資   産   合   計 286,260 100.0 264,331 100.0  21,928 
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〔負債及び資本の部〕                                  （単位 百万円：未満切捨） 

当事業年度 (17/3) 前事業年度 (16/3) 増減(△は減少) 
科        目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

  %  %  
流 動 負 債 41,862 14.6 47,565 18.0 △ 5,702 

買 掛 金 23,552  22,244  1,308 
１年以内に償還予定の社債 -  10,000  △10,000 
未 払 金 2,634  2,604  29 
未 払 法 人 税 等 6,310  2,812  3,497 
未 払 費 用 8,250  9,065  △   814 
預 り 金 1,115  837  △   277 

      
固 定 負 債 42,325 14.8 25,720 9.7 16,605 

社 債 27,000  10,000  17,000 
退 職 給 付 引 当 金 11,898  11,381  516 
役員退職慰労引当金 1,091  893  198 
繰 延 税 金 負 債 2,335  3,444  △ 1,108 

      

負   債   合   計 84,188 29.4 73,285 27.7 10,903 

      
資 本 金 47,869 16.7 47,869 18.1 - 
資 本 剰 余 金 54,826 19.2 54,825 20.7 1 

資 本 準 備 金 54,824  54,824  - 
そ の 他 資 本 剰 余 金 1  0  1 

利 益 剰 余 金 91,008 31.8 79,588 30.1 11,420 
利 益 準 備 金 5,837  5,837  - 
別 途 準 備 金 62,090  60,090  2,000 
特 別 償 却 準 備 金 487  410  76 
当 期 未 処 分 利 益 22,594  13,250  9,343 

その他有価証券評価差額金 15,175 5.3 15,473 5.9 △   298 
自 己 株 式 △ 6,808 △ 2.4 △ 6,710 △ 2.5 △    97 

      
資   本   合   計 202,071 70.6 191,045 72.3 11,025 

      

負 債 資 本 合 計 286,260 100.0 264,331 100.0 21,928 
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損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書    

                             （単位 百万円：未満切捨） 

 
科       目 

当事業年度 
（16/4～17/3） 

前事業年度 
（15/4～16/3） 

増   減 
（△は減少） 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

    %  %  

売 上 高 210,496 100.0 195,784 100.0 14,711 

売 上 原 価 168,285 79.9 160,865 82.2 7,419 

売 上 総 利 益 42,211 20.1 34,919 17.8 7,291 

販売費及び一般管理費 22,330 10.6 22,095 11.3 234 

営 業 利 益 19,881 9.5 12,823 6.5 7,057 

営 業 外 収 益 4,694 2.2 4,088 2.1 605 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,810  1,718  92 

そ の 他 2,884  2,370  513 

営 業 外 費 用 2,078 1.0 4,123 2.1 △ 2,044 

支 払 利 息 351  656  △   305 

そ の 他 1,727  3,467  △ 1,739 

経 常 利 益 22,496 10.7 12,788 6.5 9,708 

 特 別 利 益 20 0.0 105 0.1 △    85 

固 定 資 産 売 却 益 18  57  △    39 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2  47  △    45 

特 別 損 失 1,458 0.7 805 0.4 653 

固 定 資 産 処 分 損 1,330  805  524 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 128  -  128 

税 引 前 当 期 純 利 益 21,058 10.0 12,088 6.2 8,969 

法人税、住民税及び事業税 8,284  5,505  2,779 

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,264  △ 1,289  24 

当 期 純 利 益 14,038 6.7 7,872 4.0 6,165 

前 期 繰 越 利 益 9,885  6,596  3,288 

中 間 配 当 額 1,329  1,218  110 

当 期 未 処 分 利 益 22,594  13,250  9,343 
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    重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    
    

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法によっています。 

②その他有価証券 

・時価のあるもの       期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しています。 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動
平均法によっています） 

・時価のないもの     移動平均法による原価法によっています。 

 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法    移動平均法による原価法によっています。 

３．デリバティブの評価基準及び評価方法   時価法によっています。 

 ４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法によっています。 

無形固定資産  社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっています。 

 ５．引当金の計上の方法 

①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しています。 

②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる

額を計上しています。 

③役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しています。 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。 

 ７．消費税等の処理方法 税抜方式によっています。 

 

 

 

    追追追追    加加加加    情情情情    報報報報    
 

法人事業税における外形標準課税部分に関する事項法人事業税における外形標準課税部分に関する事項法人事業税における外形標準課税部分に関する事項法人事業税における外形標準課税部分に関する事項    

実務対応報告第 12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成 16 年２月 13日）が公表されたことに伴い、当期から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割 450 百万円を販売費及び一般管理費として

処理いたしました。 
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    注注注注    記記記記    事事事事    項項項項    
    

貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係貸借対照表関係    

                     当事業年度末      前事業年度末       増  減 

１．有形固定資産の減価償却累計額 170,795 百万円 165,030 百万円 5,764 百万円 

２．受取手形割引高 555 百万円 344 百万円 210 百万円 

３．輸出手形割引高 7,540 百万円 13,313 百万円 △5,773 百万円 

４．保証債務                          217 百万円     277 百万円 △   60 百万円 

 
 
 
リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

      (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

〈 工具器具及び備品 〉  

            当事業年度末       前事業年度末          増  減 

取得価額相当額 3,942 百万円 4,364 百万円 △  422 百万円 

減価償却累計額相当額 1,942 百万円 2,235 百万円  △  292 百万円 

期末残高相当額 1,999 百万円 2,129 百万円 △  129 百万円 

      (2) 未経過リース料期末残高相当額 

                       当事業年度末         前事業年度末          増  減 

一 年 内 757 百万円 826 百万円  △ 69 百万円 

一 年 超 1,242 百万円 1,302 百万円 △ 60 百万円 
 

合   計 1,999 百万円 2,129 百万円 △129 百万円 

      (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

                     当事業年度          前事業年度          増  減 

支払リース料 897 百万円 951 百万円 △ 53 百万円 

減価償却費相当額 897 百万円 951 百万円 △ 53 百万円    

      (4) 減価償却費相当額の算定方法    定額法 
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利益処分案利益処分案利益処分案利益処分案    

（単位 百万円：未満切捨） 
  
  

 
当事業年度 (17/3) 

  
前事業年度 (16/3) 

 
当 期 未 処 分 利 益 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 

22,594 

130 

13,250 

98 

 合       計  22,724 13,348 

  
  これを次のとおり処分いたします｡ 
 

特 別 償 却 準 備 金 

別 途 準 備 金 

利 益 配 当 金 

役 員 賞 与 金 

 （うち、監査役賞与金）  

次 期 繰 越 利 益 

 

 

134 

3,000 

2,214 

85 

( 7) 

17,289 

 

 

                   

174 

2,000 

1,218 

70 

( 6) 

9,885 

 

１株当たり配当金 
 当事業年度 (17/3) 前事業年度 (16/3) 
 年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 
 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
   普 通 株 式 16.00 6.00 10.00 11.00 5.50 5.50 
    （内  訳）       
    特別配当 1.00 0.50 0.50 - - - 
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役 員 の 異 動 

  （平成 17年 6月 29 日付） 

１．代表者の異動 

   な し 

２．その他の役員の異動 

(1) 新任取締役候補者 

岩 田  康 寛 （現 当社自動車関連事業本部企画部長） 

伊 藤 恒 夫 （現 当社自動車関連事業本部プラグ事業部企画管理部長） 

山 田 哲 正 （現 当社総合研究所企画部長兼研究開発部長） 

川 下 政 美 （現 当社自動車関連事業本部営業本部中国部長） 

住 田 克 彦 （現 当社セラミック関連事業本部機械工具事業部長兼製造部長） 

(2) 退任予定取締役 

鈴 木   晨 （現 専務取締役、退任後顧問に就任予定） 

森 村 豊 治 （現 専務取締役、退任後顧問に就任予定） 

有 谷   勝 （現 専務取締役、退任後顧問に就任予定） 

寺 田 孝 司 （現 常務取締役、退任後顧問に就任予定） 

(3) 昇格予定取締役 

専務取締役  高 見 昭 雄 （現 常務取締役） 

専務取締役  加 藤 直 幹 （現 常務取締役） 

専務取締役  堀 田 郁 雄 （現 常務取締役） 

専務取締役  橋 本 玄次郎 （現 常務取締役） 

専務取締役  瀧 口 和 夫 （現 常務取締役） 

常務取締役  稲 垣   純 （現 取締役） 

常務取締役  春日井 明 世 （現 取締役） 

常務取締役  千 成 篤 博 （現 取締役） 

常務取締役  川 原 一 雄 （現 取締役） 

常務取締役  安 部 親 礼 （現 取締役） 

常務取締役  小 原 道 郎 （現 取締役） 

以 上 

 


